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ご　挨　拶
ユーザーが使いやすい機器の開発支援と普及を目指して

介護ロボット開発支援・普及推進センターとして新たな一歩
　この度の福祉のまちづくり研究所の組織再編により、介護ロボット

開発支援・普及推進センター担当となりました。昨年度、企業の開発

されている介護ロボット等の実証評価を目的に整備した「次世代型住

モデル空間」と、平成8年以降、福祉用具の相談支援・情報提供・用

具を活用した介護技術の普及啓発を目的として役割を担っている「福

祉用具展示ホール」を統括し、新たな一歩を踏み出すこととなりました。

　一人ひとりのスタッフが担っている業務もこれまで以上に広がり、

責務も大きいところですが、一体的運営を図ることで、セラピスト、

社会福祉士等の対人援助職、また各専門分野を有する研究員との連携強化により、現場ニーズを

より共有することで、皆様に有益なサービスとして還元できるよう取り組んでまいります。

　従来の対人援助の専門職が、開発のプロセスに関わる上では、開発者との契約事務や知的財産権

など、それまで経験のない業務や法律と向き合わなければならないことが多くあります。医療福祉

職にとっても新たな領域の支援ですが、これからの福祉・介護現場を担う方々や、福祉サービスを

受ける方々が、「今の時代、こんな機器があってよかった」と思っていただける状況を夢見て、

更なる努力を重ねてまいりたいと思います。

　介護ロボットの施策や開発の動きが本格化している中にありながらも未だに、「介護ロボットは

人に代わって介護をしてくれるロボット」というイメージをもつ介護職員の方も少なくありま

せん。生活や介護する主体はあくまで人であり、機器はその人をサポートするツールにすぎない

ことを理解しておく必要があります。たとえ将来に向けて技術が発達し、人に代わって介護する

ロボットが登場してきたとしても、それを何のために導入し、どう活用するかは、人の倫理や判断

に委ねられることになります。人が担うべき役割と、機器に委ねることができる役割は、技術の

進歩によって変化していくものかもしれませんが、対人援助を実践する上での人の価値は変わら

ないものと思います。

　今、一つひとつのケア業務の負担軽減を図るロボットも脚光をあびています。介護現場は、人手

不足の問題が深刻化する中で、サービスを利用する人、また支える人を守り、その人の生活・職場

環境や将来の安全・安心なサービスを創造していかなければなりません。介護ロボットの現状や動

向を理解し、一方ではそれぞれの現場の業務分析と整理により、新しい技術に求める業務の領域を

常に模索し、これからの時代を見据えた有効な手段を客観的な視点で提案していくことが求められ

ているように思っています。皆様のご理解、ご協力をお願い申し上げます。

　最後に、今年10月には「ISPO2019（第17回 国際義肢装具協会世界大会）」が30年ぶりに神戸

で開催されます。当研究所も兵庫県・神戸市とともに盛会な大会となるよう支援しています。介護・

医療ロボットの展示会やパラスポーツフェスティバルも開催されますので、関係者の皆様のご来場

を心からお待ちしております。

水口　信宏（社会福祉士）

次　長
（介護ロボット開発支援・普及推進センター担当）
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介護ロボット開発支援・普及推進センター

  開発支援窓口

  福祉用具展示ホール

  次世代型住モデル空間

開発支援

　開発コンセプト段階

から試作機の改良など、

企業の機器開発に関わ

る相談を担います。介

護・医療現場の専門家

や工学 等 の専門家の

ご紹介、開発に関わる

様々な情 報提 供など、

現場のニーズに沿った

機器開発ができるよう

サポートします。

　福祉用具展示ホールでは、地域に向けて、企業の協力による約750点の「常設展示」のほか、特定テーマを

取り上げた期間限定展示「企画展示」、また「特別展示会」等を実施し、広く関係者の方々への情報提供や用具の

選び方使い方等の相談支援を行っています。また国の介護ロボットの施策の動向を踏まえ、フォーラムやワーク

ショップ、研修会を開催し、普及啓発を推進しています。

　作業療法士、理学療法士、

研究員等が各種の計測機器を

用い、企業の希望の評価内容

を確認の上、可動壁により想

定される住環境を再現しなが

ら「ユーザーにとっての機器

の使いやすさ」の評価をいた

します。また、介護ロボット

の導入を検討されている施設

等に対して、空間を活用しな

がらアドバイスを行います。

  見て・触れて・試して・学ぶ

  開発段階や製品化されている機器の
  ユーザーにとっての使いやすさの評価

  開発メーカーへの医療福祉職等による
  アドバイス

お問合せ
TEL：078-927-2755　FAX：078-920-9807
E-mail：info@kobe-reha-robo.jp

お問合せ
TEL：078-927-2727（代表） FAX：078-927-2752
E-mail：tenji@hwc.or.jp

普及推進
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組　織　紹　介

福祉のまちづくり研究所　体制と役割

ロボットリハビリテーションセンター課（庶務・研究）
　研究部門では、ロボットテクノロジーミッションとして多職種連携により現場ニーズを掘り起こ

し、技術面から現場の課題解決を支援する研究開発を進めています。

　その結果、筋電義手や術前練習ができる実物大の骨盤モデルなどに関する４件の特許取得に至り

ました。

　庶務部門では、研究所の取り組みや成果を情報発信する

ため、機関誌の発行やＨＰの管理、取材の調整、展示会へ

の出展手続きなどを行っています。

　また、研究開発等が円滑に推進されるよう、研究費等の

執行管理、関係機関等との連絡調整や契約に関する手続き、

関係事業に係る各種委員会の開催など、研究所の事業に関

する各種事務手続きなどを主に担っています。

介護ロボット開発支援・普及推進センター
　今年度から組織改編により、「介護ロボット開発支援・普及推進センター」として介護ロボットの

開発支援から普及推進までの一体化した取り組みを展開することになりました。

　皆様のご意見を伺いながら、福祉用具・介護ロボットの情報蓄積拠点としての役割が担えるよう

センター一丸となって取り組んでまいります。センターは、皆様にご利用いただいている福祉用具

展示ホールも含まれており、県内の方をはじめ、他府県も含めた多くの医療福祉分野の関係者の方々

や将来を担う医療介護専攻課程の学生様など、年間約

14,000人の皆様にご来場いただいています。最近では我

が国のロボット技術への関心も高まる中、海外からの来訪

者も増えてきています。

　皆様のご来場をお待ちしております。

参与 相良、　所長 陳、　次長 川中

中村（豪）、　高見、　石井、　中村（秀）
矢野、　坂井、　田中（亜）、　本田

水口、　中川、　宇都宮、　北川、　福元、　西岡
伊藤（有）、　美馬、　伊藤（美）、　谷口

　福祉のまちづくり研究所では、ユニバーサル社会の実現の

ために、研究開発をはじめ、各種事業に取り組んでいます。

　ここでは、研究所の組織体制と役割について部門ごとにご

紹介いたします。
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組　織　紹　介

　次長兼研修課長　石谷典子

平素より、研修課の事業活動にご支援ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
この度、19 年ぶりに戻ってまいりました。何もかもが様変わりしていて、毎日が戸惑いの連続ですが、
医療の現場で培ってきた経験を今後の活動に活かしていければと思っております。専門的知識や技術、
実践的指導力の向上に寄与できるよう、講座内容の更なる充実に努めたいと思いますので、どんな小
さなことでも構いません、気軽に声をかけていただき、ご意見やお知恵を拝借させてください。多く
の皆さまに受講していただけるよう職員一丸となって運営してまいります。よろしくお願いいたしま
す！

新・研修課長

あいさつ

研究課
　今年度も居住支援と移動支援の両研究ミッションを中心に研究開発に取り組んでいます。

　居住支援ミッションでは、比較的軽度の認知症高齢者がより長く自立生活を継続できるよう、

工学的な観点から支援することを目指して、介護ロボットなどを使う際の空間的配慮といった住環

境の改善に関する研究や、IoTを活用して認知症の本人の

日常生活をアシストするシステムの開発を進めています。

　移動支援ミッションでは、車椅子を漕ぐ力やブレーキ

力を計ることのできる計測用車椅子を用いて、下り坂でも

安心して介助できる車椅子の研究開発を進めています。

近い将来、製品が皆さまの手元に届くように精力的に取り

組んでまいります。

研修課
　研修課では、主に介護・福祉現場で働かれている方々を対象とした様々な研修を行っています。

　兵庫県から委託を受けている法定研修や自主研修を通じ、認知症介護、障害福祉、介護予防に

関する研修を実施し、高齢者や認知症の方、障害のある方々

が地域で生活できるように支援できる人材育成を目的とし

ています。

　いずれの研修も国の施策を反映し、新しい情報・技術を

盛り込んだ研修内容です。支援者の知識と技術、事業所の

質の向上のため、ぜひ研修にお申込み下さい。お待ちして

おります！

（令和元年度の研修一覧は10・11ページに記載しています）

次長兼研修課長　石谷　典子
　平素より、研修課の事業活動にご支援ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　この度、19年ぶりに戻ってまいりました。何もかもが様変わりしていて、毎日が

戸惑いの連続ですが、医療の現場で培ってきた経験を今後の活動に活かしていければ

と思っております。専門的知識や技術、実践的指導力の向上に寄与できるよう、講座

内容の更なる充実に努めたいと思いますので、どんな小さなことでも構いません、

気軽に声をかけていただき、ご意見やお知恵を拝借させてください。多くの皆さまに

受講していただけるよう職員一丸となって運営してまいります。よろしくお願いいた

します！

新・研修課長 あいさつ

大森、　福井、　北川、　赤澤
濱本、　中村（俊）、　奥田

安岡、　田中（千）、　代田、　谷垣
上野、　石谷、　竹田
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平成30年度研究の取り組みから

障害から高齢に対する課題解決型の研究開発
〜ロボットテクノロジーミッションの紹介〜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ロボットテクノロジーミッション

主査（研究員）　本田　雄一郎

　ロボットテクノロジーミッションでは、現場ニーズに基づいた技術・機器開発に力を注いでいます。
これまでに実施してきたプロジェクトの成果を積み上げ、開発手法からロボット技術の応用や研究成
果の再活用ができるようになりました。そこからの成果が商品化やサービス化に結びついています。

排泄支援装置　( 図１) カテーテルを尿道に入れて排尿する訓練等に用いら
れます。 商品化済

量産型筋電義手　( 図２) 手を欠損した方が両手を使うような日常の動作を補
助します。 最終テスト中

術前シミュレーション用
骨盤モデル　( 図３)

股関節にインプラントを固定する手術前に実物大の
モデルで身体を使った確認ができます。

製作
サービス化済

身体動作評価装置
Body-KIN®　( 図４)

簡単な日常動作から身体の使い方を評価し、動きの
元気さを測ります。

サービス
開始目前

図１　排泄支援装置

図３　術前シミュレーション用骨盤モデル

図２　量産型筋電義手

図４　身体動作評価装置 Body-KIN®

便器にかけて利用

右側の骨盤モデル

カテーテルの位置を
見やすい位置で確認

削る向き・深さの確認

右側で義手を利用

椅子から立ち上がり

発揮力計測
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平成30年度研究の取り組みから

IoTを活用した促しシステムの開発
〜認知症高齢者の在宅での生活支援〜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  居住支援ミッション

主任（研究員）　大森　清博

　居住支援ミッションでは「認知症の人のご自宅での暮らしの継続を支援する」ことを目的として、
環境整備の手法や支援機器の研究開発を進めています。

促しシステム
　認知症の前段階や初期段階ではしばしば「もの忘れ」が見られます。促しシステムは、もの忘れ
から生じる生活上の不自由さに対して、屋内にいくつかのセンサを設置して、何をしようとしてい
るのかを検知して、適切な案内で支援を行うものです（図1）。例えば、玄関扉に開閉検知センサ、
玄関ホールに人感センサを設置し、出入りの方向を確認した上で「いってらっしゃい、戸締まり忘
れないでね」といった声かけを行います。また、全てを自動化するのはなく、自分でできることを
できるだけ長く続けてもらうことを目指しています。

在宅での評価試験
　もの忘れのために日常生活で不自由さを感じている高齢者3名に協力いただき、それぞれのお宅に
促しシステムを設置して3 ヶ月間の評価試験を行いました。試験終了後のヒアリングでは、9場面中、
役に立ったと回答したのが2場面、やや役に立ったのが1場面でした。また、直接的な効果だけでな
く、促しの声（子や孫の録音した声）を聞けるのがうれしい、同居者にとって安心感がある、といっ
た意見も得られました。
　一方、促しシステムの設置については、お宅の間取りだけでなく生活スタイルに合わせて調整が
必要となり、実際に使用を始めることで新しい要望が生まれ、さらに調整が必要となることもあり
ました。今後はセンサの組み合わせなどを自動的に調整する方式の検討や、介護者が簡単に調整
可能な仕組みの開発が望まれることを確認しました。なお、本研究はJSPS科研費16H04024の
助成を受けて実施しました。

図2　評価者宅での設置例図1　促しシステム

MESHブロック
（センサ）

スピーカ
（促し）

iPad
（制御）

○○ですよ
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平成30年度研究の取り組みから

漕ぐ力がわかる車椅子ホイールの開発と環境の評価 
〜移動支援ミッションの紹介〜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  移動支援ミッション

主査（技師）　中村　俊哉

　移動支援ミッションでは、障害を持つ方々の移動を支援するための、「人」「（福祉用具などの）道具」
「（移動を行う）環境」「（移動に必要な）情報」に対し多面的なアプローチにより、主に工学的な
見地から研究に取り組んでいます。
　今回は、昨年度実施した研究の中から「漕ぐ力がわかる車椅子ホイールの開発と環境の評価 」に
ついて報告します。

　アシステック通信75号では、「車椅子を漕ぐ力を計れるホイールの開発」と題して、マラソン
用の車椅子を用いてその車椅子を漕ぐときのトルク（以下、力）が計れるホイールの開発の話を
しました。このホイールの利点は、従来の測定装置に比べて軽量であることから、計測装置の重さ
の影響が比較的に少なく、実際に走っている時の漕ぐ力を計測できることです。この技術を用いて、
日常生活用の車椅子で、車椅子を漕ぐ力が計測できる計測用のホイールを開発しました。そしてこ
の計測用のホイールを搭載した車椅子を使い、坂道を下る際のブレーキをかける力を計測しました。
今回計測したデータを、新しい車椅子のブレーキシステムを開発するための基礎データとしたり、
坂道の勾配と車椅子に乗っている人が発揮するブレーキ力との関係から、坂道環境の評価のために
用いることを予定しています。

図１  計測結果の例 図2　計測用ホイール
（車椅子に取り付けたところ）
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研 修 の ご 案 内

持ち上げない介護推進プロジェクトについて

　我が国の総人口は1億2,671万人で、65歳以上人口は3,515万人となり高齢化率（総人口に占め
る割合）は27.7％と報告されています（平成29年10月1日時点）。65歳以上の者が増加すること
により高齢化率は上昇し続け、2065年には国民2.6人に1人が65歳以上の者となる社会が到来
すると推計されています。高齢者人口の増加は、要介護者の増加、老老介護の増加をもたらし、
介護者の身体的負担の増加も引き起こします。介護職の腰痛問題は深刻であり、厚生労働省の労働
災害統計によると、業務上の腰痛による休業4日以上の労災申請数は、保健衛生業（看護師と介護士）
が製造業を抑えて全産業の1位となっています。厚生労働省は、1994年に「職場における腰痛予防
対策指針」を公布し2013年に『福祉・医療分野における介護・看護作業』という適応を拡大した
指針を明示しました。しかし、伝統的な介護方法からの脱却や施設の整備などの課題があり腰痛予
防対策は進んでいないのが現状です。
　当研究所では、2018年度から『持ち上げない介護推進プロジェクト』を立ち上げ、ノーリフ
ティングケア（ノーリフティングケアとは要介護者の体を人力で持ち上げたり、抱え上げたり、ベッ
ド上を引きずって移動しない介護のことです。）の普及に向けて研修を体系化し、腰痛予防対策を
取り入れた介護技術等を学び積極的にノーリフティングケアに取り組む施設をモデル施設として
認定し、兵庫県内の普及拠点として支援する取り組みを行っています。
　『持ち上げない介護推進プロジェクト』の一つであるノーリフティングケア研修では、『移乗介助
用具体験講座』、『利用者と介護者の体を守る介護技術研修』、『腰痛予防推進研修』、『ノーリフ
ティングマネジメント研修』の大きく4つの研修に分かれます。さらに、テクノエイド協会と共催し、
介護リフトの操作技能を高め、介護・医療現場のリーダーとして安全に活用でき指導的立場を担う
人材育成を行う『リフトリーダー養成研修』にも取り組んでいます。

　ノーリフティングケア研修の研修体系では、それぞれの研修に繋がりを持たせ、ノーリフティン
グケアはただ単にリフトを使うケアの方法ではなく、利用者の状態によって様々なケアの方法を
提供できる看護・介護職員の人材育成を行っています。『移乗介助用具体験講座』では、移乗関連
機器を主とした福祉用具を使用し、操作に慣れることで施設の導入普及につなげるために90分で
福祉用具の体験を行います。『利用者と介護者の体を守る介護技術研修』では、基本動作介助・姿勢
管理編として高齢者や利用者の臥位や座位の姿勢が生活に影響を及ぼすことを学び、不良姿勢の
修正方法などを実技で学びます。移乗介助編では、ベッドから車いす等への移乗を力任せに持ち上
げ介助を行うのではなく、高齢者や利用者の方の状態に合わせた移乗方法、また福祉用具・機器を
使用した移乗方法を学びます。『腰痛予防推進研修』では、看護・介護の現場で働く現場職員や施設
の管理職を対象として、腰痛発生の機序や腰痛予防に関する法令を理解し、腰痛予防対策の推進の

移乗介助用具体験講座 利用者と介護者の体を守る介護技術研修
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ために必要なリスクマネジメントの考え方と腰痛予防に基づいた介護姿勢を学びます。『ノーリフ
ティングケアマネジメント研修』は、『利用者と介護者の体を守る介護技術研修』と『腰痛予防推進
研修』を受講した施設が半年間におよび施設管理者を含めた数名で受講し、事前課題や研修中に
課題を持ち帰り施設全体で取り組む研修です。そして、この研修を受講し、介護者の腰痛予防や
介護負担軽減、利用者の安全・安心につながる持ち上げない介護を普及推進する施設に対して「ひょ
うごノーリフティングケアモデル施設」としてモデル施設認定を行います。2018年度はKOBE
須磨きらくえん、万寿の家、くにうみの里の3施設がモデル施設として認定されました。今後は持ち
上げない介護に取り組んでいこうという施設からの視察の受け入れや施設で取り組んだ実践報告を
通じて普及啓発の役割を担っていただきます。

　いよいよ、6月から2019年度のノーリフティングケア研修が始まりました。第1回目は『利用者
と介護者の体を守る介護技術研修～基本動作介助・姿勢管理編～』で、講師はナチュラルハート
フルケアネットワークの正木健一先生でした。持ち上げ介助・引きずり介助・不良姿勢は介助者の
体への負担はもちろんのこと、介護される高齢者や障害者の重度化を引き起こす原因となります。
このような介護を見直し、高齢者や障害者の方の豊かな生活を保障できるケアを目指し、高齢者や
障害者の方のあるべき姿や姿勢を整える事、利用
者と介護者の体を守る動作介助の考え方と方法を
学びました。なぜ利用者の姿勢を整える必要が
あるのか、不良姿勢が高齢者や障害者の方にどう
いった影響を及ぼすのかなど、グループワークを
通じて意見交換したり、ペアを組んで動作介助方
法の技術練習をしたりしました。受講者の中には、
休憩時間にペアを組んで熱心に技術練習の復習を
行う方もいらっしゃいました。
　今後はノーリフティングケアとは何かを視覚的
に捉えやすく、分かりやすい広報紙面を作成した
り、看護・介護職員だけでなく広く一般県民、
高齢者や障害者の相談支援を行っている専門職
等を対象とした講演会や体験会を通じて『持ち
上げない介護』の普及をすすめて参りたいと思い
ます。

ノーリフティングケアマネジメント研修の風景
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令和元年度　研修予定
　予定は変更になる場合があります。詳しくは、福祉のまちづくり研究所ホームページをご覧ください。

ノーリフティングケア研修

研　　修　　名 内　　　　　容 日　　　時 定　員

移乗用具介助体験講座
①基本動作介助/移動介助 編
②移乗介助 編

福祉用具に慣れる。また使用体験を行う事で施設
への導入や普及を考えられるようになる。

2019年6月～ 2020年2月
（いずれも各月１回開催）

各回
６名

(先着)

利用者と介護者の体を守る
介護技術研修
①基本動作介助/移動介助 編
②移乗介助 編

日常的な人の動きを知り、基本的動作介助や姿勢
保持、移乗介助ができる。また、福祉用具や機器
を使用して「持ち上げない介護」が出来るように
なる。

2019年6月･8月･10月・
12月・2020年2月

（いずれも各月1回開催）

各回
24名
(先着)

腰痛予防研修
-介護職に向けたノーリフティングケア-

腰痛発生原因を理解し、リスク管理が行える視点、
福祉用具や機器を活用した腰痛予防対策を学ぶ。

2019年7月5日（金）
　　　　7月6日（土） 30名

安全なケアの業務改善研修
―管理職編―

腰痛予防に関する法令を理解し必要なリスクマネジ
メントができるようになる。腰痛予防対策と施設経
営の関係性を学ぶ。

2019年7月5日（金） 30名

ノーリフティングケア
マネジメント研修

ノーリフティングケアの概念を理解し実践するため
のマネジメントが出来るようになる。

2019年9月～ 2月
（5日間研修） ５施設

リフトリーダー養成研修
テクノエイド協会の定める「リフトリーダー養成
カリキュラム」に沿った研修で、希望者はJASPA
介護リフト普及協会認定試験の受験が可能。

2019年9月13日（金）
　　　　9月14日（土） 30名

介護職員向け研修ほか

研　　修　　名 内　　　　　容 日　　　時 定　員

介護職員実践基礎研修

調整中
昨年度は、『働きやすさ』『メンタルヘルス』『コミュ
ニケーション』『記録の書き方』『認知症の人との
関わり方』『防災対策』『ターミナルケア』の7回
を実施。受講者からは、「現場で実践できる内容で
参考になった」「リラックスした雰囲気で初対面の
方とのグループワークでも楽しく取り組めた」な
どの感想をいただいた。

2019年10月～ 3月
月1回程度 30名

動きを引き出す
　　　　ポジショニング

姿勢管理を見直し、安定した姿勢と活動を支援す
る環境を作るスキルを身につける。

2019年10月2日（水）
　　　　10月3日（木） 24名

福祉用具のポイント研修 適切な用具の選定方法、状態像に応じた用具の効果
的活用方法について学ぶ。 調整中 30名

自立を支援する住まいの
工夫と福祉用具

使用する福祉用具が身体機能や生活方法、住環境と
適合すれば、自立度の高い生活やQOL向上の支援に
繋がることを学ぶ。

調整中 30名

高次脳機能障害研修
―専門職向け―

「認知と運動」
高次脳機能障害者の運動とスポーツについて学ぶ。 調整中 未確定

高次脳機能障害研修
― 一般向け ―

「認知と運動」
高次脳機能障害者の家庭でできる運動を知っても
らう。

調整中 未確定
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法定研修ほか 法厚生労働省が定める法定研修

研　　　　　　　修　　　　　　　名 研修日数 開催回数

認知症介護研修
法認知症介護実践研修（実践者研修）※自施設実習あり 6 年 4 回

法認知症介護実践研修（実践リーダー研修）※自施設実習あり 10 年 2 回

法認知症対応型サービス事業開設者研修　※職場体験実習 1 日間 2 年 1 回

法認知症対応型サービス事業管理者研修 3 年 4 回

法小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 2 年 1 回

認知症介護実践研修（実践者研修／実践リーダー研修）修了者のフォローアップ研修 3 年 1 回

相談支援従事者・サービス管理責任者等研修
法相談支援従事者初任者研修 5 年 1 回

法相談支援従事者現任研修 3 年 1 回

法サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者基礎研修
※配置には相談支援従事者初任者研修合同講義の受講が必要 3 年 1 回

法サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者更新研修
※令和元年度より新規創設。受講には規定の職種による一定の実務経験が必要 1 年 1 回

強度行動障害支援者養成研修
法強度行動障害支援者養成研修（基礎研修） 2 年 1 回

法強度行動障害支援者養成研修（実践研修） 2 年 1 回

高齢障害者支援の研修
相談支援をつなぐ研修 1 調整中

　

○　研修が、基礎研修、実践研修、更新研修に分けられました。

○　研修のカリキュラムを統一し、共通で実施することになりました。　　　　　　　　　　　　
　平成30年度以前の受講者は、統一カリキュラムを受講したものとみなされます。　　　　　　
　⇒いずれかの分野を受講していれば、他の分野のサビ管等として従事できます。（例：生活介護
　　分野のみの講者が就労系の事業所のサビ管や障害児通所支援事業所の児発管として従事する
　　ことができます。）

○　サービス管理責任者等更新研修が新規創設されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　対象者は、現にサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）、管理者又は相談支援専門員
　として従事しており、サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）として従事している又
　は従事する予定者。

　　　過去５年間に通算２年以上のサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）、管理者又は相
　談支援専門員の実務経験があり、サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）として従事
　している又は従事する予定者申込は、夏～秋にかけて、研修実施は令和２年１月下旬～３月上
　旬ごろを予定しています。

サービス管理責任者等研修制度の見直しについて　－見直しのポイント－
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サービス管理責任者等研修
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介護ロボット普及推進事業より

　去る2月11日（祝）・12日（火）、福祉用具・介護
ロボットフェスティバル2019を開催いたしました。
　厚生労働省の福祉用具・介護ロボット実用化支援
事業「介護ロボットフォーラム」と、長年当研究所
が実施してまいりました「福祉用具フェスティバル」
を統合。今回初めて研究所と隣接している障害者ス
ポーツ交流館を会場に、企業59社の出展のご協力を
いただき特別展示会を実施いたしました。
　特別展示会の中央ステージでは、総合リハビリテー
ションセンター中央病院の理学療法士による「ロボッ
トスーツHAL」「リズム歩行アシスト」のデモンスト
レーションやナチュラルハートフルネットワーク兵
庫支部による「持ち上げない介護」の実演もあり、
多くの皆さんが熱心に聞き入っていました。
　また兵庫、神戸の福祉用具のメーカー 9社からも
出展いただき、地元企業のアピールもしていただき
ました。
　また当研究所を会場に開催した「ひょうごKOBE
介護ロボットフォーラム」では、厚生労働省・兵庫
県の行政施策の説明をはじめ、厚生労働省の実用化
支援事業の成果について開発メーカー、大学、職能
団体から報告をいただきました。午後のプログラム
では「移乗介助ロボット」に着目して、全国的にも
先行して活用されている2施設から、活用報告をいた
だき、多くの参加者の関心を寄せていました。

特別展示会

ひょうごKOBE介護ロボットフォーラム

【行政説明】
厚生労働省老健局　高齢者支援課

立花　敦子　氏

【厚生労働省：福祉用具・介護ロボット実
用化支援事業成果報告】
一般社団法人　日本作業療法士協会

小林　毅　氏

【移乗介護ロボットの活用事例から学ぶ】
㊧ リショーネ Plus　活用事例
　社会福祉法人 サンライフ / サン・ビジョン

篠田　　明　氏
㊨ HAL 腰タイプ介護支援用　活用事例
　社会福祉法人 野の花会

楠元　寛之　氏

ロボットスーツHALの実演

持ち上げない介護の実演

ひょうご・KOBE福祉用具・介護ロボットフェスティバル2019開催
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ISPO2019のお知らせ

第17回国際義肢装具協会世界大会(ISPO2019)
〜開催地も関連イベントで支援〜

研究課長 兼 ロボットリハビリテーションセンター課 課長(研究担当)

赤澤　康史
　国際義肢装具協会ISPOは医師・義肢装具士・エンジニア・理学療法士・作業療法士・介護職など
多職種で構成され、義肢装具関連技術の向上と教育の普及・標準化をめざして活動する団体です。前々
回はフランスのリヨン、前回は南アフリカ共和国のケープタウンなど、２年ごとに国際学術会議を
世界各地で開催しています。
　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会まであと約１年となり、さらにその翌年には
ワールドマスターズゲームズ2021関西が開催されることも決まりました。このような時季である
今年の秋にこの世界大会が、30年ぶりに日本、しかも神戸で開かれます。開催地である兵庫県や
神戸市、そして私たち兵庫県社会福祉事業団もイベントを企画し、この大会を盛り上げようと支援
しています。
　一つは、10月5日（土）・6日（日）にワールド記念ホールで開催されるひょうごパラスポーツフェ
スティバルです。パラリンピアンによるトークショーや、車いすテニス・アンプティサッカー・卓
球バレー等のパラスポーツ体験、スポーツ用義足などの展示も行われる、楽しい無料イベントです。
詳細はウェブサイトをご覧ください。（情報は随時更新されます。）

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf10/para-sports.html
　もう一つは世界大会の企業展示会場内（神戸国際展示場、10月5日～ 10月8日）になりますが、
神戸市が主体となって企業に呼びかけ実現することとなった介護・医療ロボット見本市です。世界
から100社以上が出展する中、日本の優れたロボット技術を応用した品々によって、ひときわ存在
感を発揮するゾーンになると確信しています。有料(一日券 6,500円)ではありますが、滅多にない
機会です。特に若い方には良い機会になるでしょう。
　なお、当研究所と世界保健機関WHOが共同で企画したシンポジウム「アシスティブテクノロジー
で高齢化に立ち向かう」が世界大会の学術プログラムの中で10月6日午後に実施されることを申し
添えます。
　ISPO2019世界大会とその付随イベントについて概略を紹介しました。皆様お誘い合わせての
ご参加をお待ちしております。

10月、神戸で開催
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